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＜陳情要旨＞ 
今年4月から「改正」介護保険法が施行されました。今「改正」では、①要支援者の訪問介護、通所介護を介

護給付からはずし、コストを抑えた市町村の事業に移し替える、②一定以上の所得者の利用料を1 割から2 割に

引き上げる、③特養の入所対象を原則要介護3 以上に限定する、④低所得者を対象とした施設での居住費・食費

の負担軽減制度（補足給付）の要件を厳しくするなど、国の徹底的な介護サービス費用の削減と利用者負担増が

盛り込まれており、利用者に様々な困難が生じています。 

利用料の引き上げは8月から開始されました。年間の合計所得金額160 万円以上の利用者が対象とされていま

すが、昨年の国会審議の中で、この金額設定が誤った家計調査データに基づくものだったことが明らかになって

おり、2割の引き上げに対応できない所得層を相当数ふくんだまま実施されたことは重大です。すでに8月のケア

プランからサービスを減らすケースが多数生じています。補足給付の見直しも8月から実施されました。資力調

査が新たに導入され、申請時に通帳のコピーや金融機関の照会同意書の提出が義務づけられました。現行の生活

保護制度より厳しい手続きを要する中で、認知症や一人暮らしのため申請そのものが出来なかったり、「貯金を

調べられるくらいなら受けたくない」と申請を拒否するケースが生じています。実際に8月から補足給付の対象

から外され、特別養護老人ホームの入所を続けることが困難になっている利用者も出始めています。 

事業所に支払われる介護報酬は4月から改定され、マイナス2.27％という大幅な引き下げが実施されました。今

回の改定では、土台となる基本報酬がほぼ全てのサービス事業で軒並み引き下げられたため、小規模デイサービ

スや認知症グループホームを中心に、各地で経営難を理由とする事業所の廃業が相次いでいます。このままでは、

これまで地域で築き挙げてきた介護基盤を大きく切り崩してしまうことになりかねません。 

介護現場の人手不足も深刻です。介護福祉士の養成校では入学者が定員数を大きく割り込む事態が続いていま

す。介護を職業として選択する若い人たちを増やす上で、介護職員の処遇改善は「待ったなし」の課題です。介

護職員の給与は全産業労働者の平均と比べてきわめて低い水準にとどまっており、今回の介護報酬改定で処遇改

善を目的とする加算が引き上げられたものの改善の効果は限定的であり、介護職員の給与の現状を抜本的に改善

するには程遠い内容です。 

利用者・家族に行き届いた介護が保障され、介護職員がその専門を発揮し、生きいきと働き続けられるよう、

介護保険制度の改善、大幅な処遇改善の実現を求め、以下の４点を国に対して、要望してください。 

＜陳情項目＞ 
１ 「改正」介護保険法に基づく介護サービスの利用制限、費用負担の引き上げ、必要な人に必要なサービスが

保障されるよう制度の大幅な見直し・改善を行うこと 

２ 介護報酬改定を適正なものにすること、併せて、報酬改定がサービスの利用に支障をもたらさないよう必要

な対策を行うこと 

３ 国の責任で介護従事者の確保・処遇改善のための施策を早急に実施すること 

４ 以上を実現するために、介護保険財政に対する国の負担割合の引き上げをふくめ、必要な財政措置を講じる

こと 


